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規制緩和策や法人税減免、安価な電力価格設定、ウォン安の維持、輸出市場とのＦＴＡネットワークの構築などによって企業の事業環境の整備や輸出環境の改善を図ってきた。これらの施策は必ずしも大企業のみを対象としていたわけではなかっ が、その恩恵を多く受けた財閥系列 大企業はグローバル市場で躍進を遂げ 日本企業にとっても強力なライバルとして台頭していった。　
しかし、輸出を牽引した一部の
































れ、政権を引き継いだ朴大統領も財閥規制や中小零細企業の保護・育成を目指すに至った。しかし、成長との両立においてはジレンマを抱えている。　「高齢化社会における経済格差問題」 （渡辺雄一）では、李政権期でさらに拡大したといわれる経済格差の実態を解明するとともに、急速な高齢化が進むなかで変容・多様化しつつある格差要因が突きつける朴政権の課題を検討している。実際には、全体の所得格差は二〇〇〇年代 かけて拡大し、近年では固定化する様相を示している。その背景 存在する雇用構造や労働市場の変化として雇用形態間の格差や零細自営業層の増加、若年層の就職難といった要因がある。さらに、高齢貧困層の増加や高齢者世帯間での所得格差が浮き彫りとなるなか、脆弱な老後所得保障体系や所得再分配政策の効果 問題視され　このように本特集は内政・南北
情勢を含む外交安保・対外経済関係・国内経済問題と幅広く扱っているが、読者がこれまでの成果や課題を理解し、朴政権の行方を占うための一助となれば幸いである。（わたなべ
　
ゆういち／アジア経済
研究所
　
東アジア研究グループ）
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